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資料　基礎自治体と自治会・町内会等との 
関係に関する全国自治体調査結果
日　高　昭　夫
　この調査は，平成20年11月 1 日現在における全市区町村1,805団体を
対象に，基礎自治体と自治会・町内会等との関係の実態と今後のあり方
を探ることを主な目的に，平成20年11月～12月にかけて実施したもので
ある。実際には，平成21年 1 月末までに回収できたものを処理対象とし
た。本調査を実施するにあたり，平成 20 年度科学研究費補助金基盤研
究（Ｃ）一般 20530121 による補助を受けた。
　調査結果の概要は，既に平成21年 9 月には調査協力自治体に対して報
告済みである。同時に，市町村職員を対象とする総務省自治大学校第 2
部課程での筆者の担当講義「地域コミュニティと行政」においても，こ
の調査結果を活用した講義を行っているところである。
　また，本調査結果の一部を活用した，次のような論稿を既に発表して
いる。
・「防犯灯の設置管理と町内会・自治会──自治体行政との公共サービ
スの『協働』に関する事例研究」中央大学『法学新報』2011年118巻 3 ・
4 号
・「基礎自治体における町内会・自治会との包括的委託制度の特性──
『連合体』としての組織スラックの観点から」山梨学院大学『法学論集』
2011年68号
・「町内会・自治会論」あしたの日本を創る協会『まちむら』2008年～
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2009年101号～106号連載
・「『町内会の概念』再考」山梨学院大学『法学論集』2009年63号
　これらの調査結果について，その基本データの公開を求める要望があ
ることに加えて，同様の問題関心から実証研究や実践的な制度改革にコ
ミットしている研究者や自治体関係者もいることから，情報を共有する
意義も少なくないと考える。そこで，今回，この調査結果の基本データ
を公開することとした。
　構成は，次のとおりである。
　Ⅰ　調査票　129～144頁
　Ⅱ　調査協力自治体一覧及び都道府県別回収状況　145～146頁
　Ⅲ　人口区分によるクロス集計結果（数値以外の項目）147～205頁
　Ⅳ　人口区分によるクロス集計結果（数値処理の項目）206～212頁
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記入不要（集計用）     
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基礎自治体と自治会・町内会等との関係に関する全国自治体調査
（調査票） 
研究代表者（調査内容の問い合わせ先）： 
山梨学院大学法学部教授 日高昭夫（eMail：hidaka@ygu.ac.jp） 
〒400-8575 甲府市酒折２－４－５ ℡ 055-224-1374（日高研究室直通） 
調査実施委託先（調査実施・回収方法などの問い合わせ先）： 
株式会社エスミ（http://www.esumi.co.jp/）：統括責任者 木下藤夫 
〒164-0012 東京都中野区本町 4-44-18 中野Ｆビルディング 8F  ℡ 03-5385-7322
 
調査のお願い 
◆この調査は、平成 20 年 11 月 1 日現在における全市区町村１,８０５団体を対象に、基礎自治体
行政と自治会・町内会等との関係の実態と今後のあり方を探ることを主な目的に、平成 20 年度科研
費による補助を受けて実施するものです。 
◆地方分権改革、市町村合併、財政危機の渦中で、基礎自治体は環境・教育・福祉・地域経済・
防災・防犯などの多様な地域課題への新たな取り組みを求められています。住民、ＮＰＯ、事業者
との新たな協働や連携が模索されています。この調査のテーマである「自治会・町内会等」との協
働・連携も古くて新しい行政課題です。 
◆この調査は、「平成の大合併」が一応の収束を見せつつある現在の時点で、市区町村における自
治会・町内会等との「協働」がどのように変動しつつあるかを全国規模で探ることで、その変動の
行方を予測しようとするものです。基礎自治体の現場での多様な取り組みが集約され整理されるこ
とによって、個々の自治体現場では十分にみえないかもしれない総体的な変動の行方が予測できる
ものと期待しています。それは、日本の自治会・町内会研究にとって科学的理論的に有意義なもの
であることはもちろんですが、それ以上に、基礎自治体の現場で日々試行錯誤されている自治体関
係者や自治会・町内会関係者にとっても有意義な実務的データになるものと確信しています。 
◆そのため、本調査にご協力いただいた自治体の皆様には、調査データの集計がまとまり次第、
可及的速やかにその集計結果をお知らせします。次頁の所定欄に必要事項を記載してください。 
◆この調査は、貴自治体で主として自治会・町内会等との連絡調整の事務を担当している所管
課で取りまとめをお願いします。調査事項によっては、関連他課の所管の事項がありえますので、
お手数ですが調整をお願いします。 
◆記入済み調査票は、ご多忙の折恐縮ですが、返信用封筒に入れて平成 20 年 12 月 10 日（水）
までに必着となるようご返送ください。関係各位のご協力をこころよりお願いします。 
 
★なお、本調査の考え方は、日高昭夫「『基礎自治体』と地縁組織：自治会・町内会との『協働』関係
の行方」（月刊『ガバナンス』ぎょうせい、平成 20 年 8 月号、31-33 頁）でもご確認いただけます。 
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◆本調査票の記入担当課等をお書きください。 
◆ 貴自治体の名称 および 所属都道府県名 
貴自治体名  都道府県名  
◆ 調査票担当課 および 担当者氏名 
担当部課名 
（℡） 
 
℡     （    ）       
担当者名  
◆ 本調査の集計結果の案内を送付するメールアドレス 
メールアドレス ＠ 
◆フェースシート◆貴自治体に関する基本事項に記載をお願いします。 
Ｆ１ 貴自治体のコード（総務省の地方公共団体コード） 
      （６桁） 
Ｆ２ 貴自治体の区分（１つに○） 
１ 政令指定都市  ２ 中核市  ３ 特例市  ４ 特別区  ５ 一般市  ６ 町  ７ 村 
Ｆ３ 平成 11年 4月 1日から平成 20年 11 月 1日までの期間における市町村合併の有無（１つに○） 
１ 合併あり⇒ＳＱへ    ２ 合併なし 
ＳＱＦ３で１（合併あり）と回答した場合； 
ＳＱ１ この期間の合併の形式（１つに○） 
１ 新設合併のみ   ２ 編入合併のみ   ３ 新設合併と編入合併の組合せ 
ＳＱ２ この期間に合併した合計の旧市町村数（１つに○） 
１ ２団体   ２ ３～５団体   ３ ６～９団体   ４ １０団体以上 
ＳＱ３ この期間で規模（市町村数）が一番大きかった合併の時期（１つに○） 
１ 平成 15 年度以前  ２ 平成 16 年度  ３ 平成 17 年度  ４ 平成 18 年度以降 
Ｆ４ 貴自治体の直近の人口（単位：人） 
       人 （右詰記入） 
Ｆ５ 貴自治体の直近の世帯数（単位：世帯） 
       世帯（右詰記入） 
Ｆ６ 平成 20 年 11 月 1 日現在の貴自治体の面積（単位：㎢） 
    ㎢ （小数第 1位を四捨五入して右詰記入） 
Ｆ７ 貴自治体の財政力指数 
 ．   （小数第３位を四捨五入） 
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◆第 1部◆ 自治会・町内会等の状況についてお尋ねします。 
 
本調査での「自治会・町内会等」の定義： 
「自治会・町内会等」とは、自治会、町内会、町会、区（区会）などの総称で、貴自治体の行政区域内を細
分化した地区（町丁目や字・集落など）または住宅団地等を単位として、近隣関係（組や班など）を基礎と
した全世帯を構成員とする建前で（同一地区内で競合する組織を持たずに）独占的に組織されている地縁に
よる住民組織をさします。自治区、自治（町内・字）公民館、振興会、親睦会、常会、組、マンション管理
組合など個々の名称や性質を問わず、地縁組織として同様の実態があって貴自治体で「自治会・町内会等」
として扱っている場合も含まれます。また、法人化の有無を問いません。ただし、商店会、子ども会、青
年団、老人クラブ、ＰＴＡ、愛育会、消防団、地区社協などのテーマ別組織は除きます。 
 
 
Ｑ １  貴自治体の自治会・町内会等の組織化の状況は、次のどれに一番近いですか。（１つに○） 
１ 全行政区域に組織されている 
２ 全てではないが4分の 3以上の行政区域に組織されている 
３ 4 分の 3に満たない行政区域で組織されている 
４ 行政区域内には自治会・町内会等は存在しないか、もしくは存在しても貴自治体との行政的な
関係がないため把握していない⇒◆第３部◆（１３頁のＱ３５）へ進んでください。 
Ｑ ２  貴自治体において、上部組織の連合会と下部組織の組や班等を除く、単位自治会・町内
会等の総数は、直近の調査時点で、全部でいくつですか。「単位自治会・町内会等」とは、貴自
治体において「単位自治会・町内会等」として扱っているものを指します。（数字を記入） 
（１）直近の調査時点：平成（    ）年（    ）月（    ）日現在 
（２）単位自治会・町内会等の総数 
    団体 （右詰記入） 
Ｑ ３  貴自治体における単位自治会・町内会等の呼称について、次の１～９の中で当てはまる
ものすべてに○をつけてください（複数回答可）。 また、○をつけたもののうち一番多い呼び名
の番号１つに◎をつけてください（１つに◎）。 
１ 自治会           ６ 振興会 
２ 町内会           ７ 自治（町内・字）公民館 
３ 町会            ８ その他（具体的に；                 ） 
４ 部落会           ９ 統一性がなく個々別々 
５ 区（区会） 
Ｑ ４  上記の自治会・町内会等のうち、「認可地縁団体」（地方自治法第 260 条の２に基づき法人
化した団体）はいくつありますか。（数字を記入） 
    団体 （右詰記入） 
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Ｑ５－１  貴自治体における自治会・町内会等の加入状況について、次から該当するものを選ん
でください。直接把握していない場合は、世論調査などの推計でも結構です。（１つに○） 
１ ９割以上          ４ ５割以上６割未満 
２ ７割以上９割未満      ５ ５割未満 
３ ６割以上７割未満      ６ 把握しておらず不明 
Ｑ５－２  自治会・町内会等の加入率を詳細に把握している場合、その直近の数値（％）を記入
してください。 
   
．
 ％ （右詰で少数第 1位まで記入） 
Ｑ ６  全般的なイメージとして、貴自治体における自治会・町内会等の活動状況は活発ですか、
それとも活発ではないと思いますか。一番近いものに○をつけてください。（１つに○） 
１ 非常に活発であると思う        ４ 全く活発ではないと思う 
２ まあまあ活発なほうだと思う      ５ わからない 
３ あまり活発なほうではないと思う 
Ｑ ７  全般的にみて、貴自治体における自治会・町内会等のかかえる問題や課題はどんなこと
ですか。次の中から、特に重大だと思われるものを５つまで選んでください。（５つまで○） 
１ マンションやアパートなどに新規転入してきた住民が加入しない傾向 
２ 既存のメンバーが役員や自治会費等の負担が重いために脱会する傾向 
３ 既存のメンバーが高齢化や被介護化などのために脱会する傾向 
４ 自治会費を払わないメンバーが増える傾向 
５ 活動に全く参加しないメンバーが増える傾向 
６ 活動がマンネリ化して魅力が乏しくなる傾向 
７ 役員の高齢化や固定化が著しくなる傾向 
８ 役員のなり手不足が著しくなる傾向 
９ 活動資金を確保することが難しくなる傾向 
10 組織の運営や意思決定の方法をめぐるトラブルや訴訟が増える傾向 
11 固有のルール（ごみ出しや出労など）をめぐる苦情やトラブルが増える傾向 
12 高齢化や過疎化のために活動の担い手がいなくなり組織の維持そのものが難しくなる傾向 
13 人口増加や転出入などの人口異動のために安定した組織運営が非常に難しくなる傾向 
14 外国人住民が増えて意思疎通が難しくなる傾向 
15 自治会・町内会等の合併・広域化が進まない傾向 
16 その他（具体的に；                                 ） 
17 特に問題や課題はない
18 わからない
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◆第２部◆ 自治会・町内会等と貴自治体との関係についてお尋ねします。 
 
◆ まず、組織的な仕組みやルールについてお尋ねします。 
Ｑ ８  貴自治体における自治会・町内会等との連絡調整事務を主として担当している本庁の所
管課係等の名称を教えてください。 
部局名（         ） 課室名（          ） 係等名（          ） 
Ｑ ９  この所管課室の所属する部局の系統は、次のどれに該当しますか。（１つに○） 
１ 総務部門系       ６ 地域振興部門系 
２ 企画調整部門系     ７ 産業経済部門系 
３ 行政経営部門系     ８ 社会教育・生涯学習部門系 
４ 市民生活部門系     ９ その他（具体的に；                   ） 
５ 市民協働部門系 
Ｑ 10  この所管課室の事務分掌は、ボランティア団体やＮＰＯ（民間非営利組織）の支援や協働
に関連する事務を含んでいますか。（１つに○） 
１ 含んでいる       ２ 含んでいない 
Ｑ 11  本庁以外で、自治会・町内会等との連絡調整事務を分担する支所（地域自治区事務所や地
域センター等を含む）や出張所の課係等がありますか。政令指定都市の場合は、「支所」を「区役
所」と読み替えてください（以下、同様）。（該当するものに○） 
１ 支所に担当課係等がある 
２ 出張所に担当がある 
３ 支所または出張所はあるが、該当する課係はない 
４ 支所または出張所はない 
Ｑ 12  貴自治体における自治会・町内会等（またはその会長・区長等）の上位連合組織のタイプ
は、次のどれに一番近いですか。（１つに○） 
１ 全行政区域の自治会・町内会等を代表・網羅する単一の連合会組織がある（例：○○市自治会連
合会、○○市連合区長会、○○町区長会など）⇒ＳＱへ 
２ 全行政区域を代表・網羅する単一の連合会組織はないが、貴自治体内のすべての地区に、当該
地区の自治会・町内会等を代表・網羅するような、複数の地区連合会組織がある（例：○○地区自
治会連合会、○○地区町内会連合会など） 
３ 全行政区域を代表・網羅する単一の連合会組織はないが、貴自治体内の地区ごとに地区連合会
がある地区と、無い地区とが並存している 
４ 連合会組織はない
５ その他（具体的に；                              ） 
ＳＱ Ｑ12 で１（単一の連合会がある）と答えた場合、ＳＱ１～６にお答えください； 
ＳＱ１ この連合会の名称を教えてください。 
⇒正式名称（                                 ） 
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ＳＱ２ この連合会の設置根拠は、次のどれですか。（上位の例規１つに○） 
１ 団体の規約・会則等     ４ 要綱・規程等 
２ 条例            ５ 明文の設置根拠は無い 
３ 規則            ６ その他（具体的に；            ） 
ＳＱ３ 本庁舎または支所出張所その他の公共施設の中に、この連合会の事務所（連絡先）を
設置していますか。（１つに○） 
１ 設置している        ２ 設置していない 
ＳＱ４ この連合会には、会の事務処理を行うための専任の職員がいますか。（１つに○） 
１ 常勤の専任職員がいる    ４ その他（               ） 
２ 非常勤の専任職員がいる   ５ わからない 
３ 専任の職員はいない 
ＳＱ５ 貴自治体（所管課係等）では、この連合会の事務の一部を支援する業務（総会開催事
務、会計事務、各種連絡調整事務など）を行っていますか。（１つに○） 
１ 行っている⇒（主な事務内容；                        ） 
２ 行っていない 
ＳＱ６ 貴自治体では、この連合会に運営費等の補助金・交付金等（役員等への報償費を含む）
を交付していますか。（１つに○） 
１ 交付している⇒（交付・支給基準は；                     ） 
２ 交付していない 
Ｑ 13  貴自治体では、自治会・町内会等の会長を直接に行政委嘱委員とする連絡調整組織（行
政区長、自治委員などの制度）を設置していますか。（１つに○） 
  １ 全域に設置⇒ＳＱへ    ４ 平成 13 年以降に廃止済み 
  ２ 一部地区に設置⇒ＳＱへ  ５ 設置していない
  ３ 現在設置を検討中
 ＳＱ Q13 で１または２（全域または一部地区で設置）と回答した場合； 
  ＳＱ１ その名称を教えてください（                         ） 
  ＳＱ２ その設置根拠は何ですか。（上位例規１つに○） 
    １ 条例   ２ 規則   ３ 要綱・規程等   ４ 特にない 
  ＳＱ３ 委員への報酬（他の名目によるものを含む）はどのような方法で支給されていますか。
（１つに○） 
    １ 委員への均等割の額のみ 
    ２ 委員の所属する地区の世帯数に単価を乗じた世帯割の額のみ 
    ３ 上記の１と２の組み合わせ（均等割＋世帯割）の額 
    ４ その他の支給方法（具体的に；                          ） 
    ５ 報酬はない（無報酬） 
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ＳＱ４ 平成 20 年度の委嘱委員総数と年間報酬総額はいくらになりますか。（単位：人、千円） 
委嘱委員総数     人 報酬総額        千円
Ｑ 14  貴自治体では、自治会・町内会等の会長以外の役員（副会長・区長代理、会計、環境衛生
委員、土木委員、文化スポーツ委員、組長など）を行政委嘱委員とする制度を設置していますか。
（１つに○） 
  １ 設置している⇒ＳＱへ       ２ 設置していない 
 ＳＱ Q14 で１（設置している）と回答した場合； 
  ＳＱ１ その設置根拠は何ですか。（上位の例規１つに○） 
    １ 条例   ２ 規則   ３ 要綱・規程等   ４ 特にない 
  ＳＱ２ 委員への報酬（他の名目によるものを含む）はどのような方法で支給されていますか。
（１つに○） 
    １ 委員への均等割の額のみ 
    ２ 委員の所属する地区の世帯数に単価を乗じた世帯割の額のみ 
    ３ 上記の１と２の組み合わせ（均等割＋世帯割）の額 
    ４ その他の支給方法（具体的に；                          ） 
    ５ 報酬はない（無報酬） 
  ＳＱ３ 委嘱委員の具体的な役職名を教えてください。 
 
Ｑ 15  貴自治体では、自治会・町内会等の区域（またはその地区連合会等の区域）ごとに当該地
区に在住する住民個人を行政協力委員（市政協力委員、連絡員、世話人など）として委嘱し、各
 地区との連絡調整を行う制度を設置していますか。（１つに○）
  １ 全域に設置⇒ＳＱへ    ４ 平成 13 年以降に廃止済み 
  ２ 一部地区に設置⇒ＳＱへ  ５ 設置していない
  ３ 現在設置を検討中
 ＳＱ Q15 で１または２（全域または一部地区で設置）と回答した場合； 
  ＳＱ１ その名称を教えてください（                         ） 
  ＳＱ２ 委嘱される委員の実際は、次のどれに一番近いですか。（１つに○） 
    １ ８割以上が自治会・町内会等の会長や役員である 
    ２ 大半（６割以上）は自治会・町内会等の会長や役員であるが、自治会・町内会等を基盤と
    ３ 、大半は自治会・町内会等を基盤としな
しない個人やＮＰＯの代表者などもかなり含まれている 
自治会・町内会等の会長や役員も含まれているが
い個人やＮＰＯの代表者などで構成されている 
    ４ ほとんど自治会・町内会等を基盤としない個人やＮＰＯの代表者などで構成されている 
    ５ その他（                                   ） 
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  ＳＱ３ その設置根拠は何ですか。（上位例規１つに○） 
    １ 条例   ２ 規則   ３ 要綱・規程等   ４ 特にない 
  ＳＱ４ 委員への報酬（他の名目によるものを含む）はどのような方法で支給されていますか。
（１つに○） 
    １ 委員への均等割の額のみ 
    ２ 委員の所属する地区の世帯数に単価を乗じた世帯割の額のみ 
    ３ 上記の１と２の組み合わせ（均等割＋世帯割）の額 
    ４ その他の支給方法（具体的に；                          ） 
    ５ 報酬はない（無報酬） 
  ＳＱ５ 平成 20 年度の委嘱委員総数と年間報酬総額はいくらになりますか。（単位：人、千円） 
委嘱委員総数     人 報酬総額        千円
◆ 次に、業務委託、交付金、補助金等の仕組みやルールについてお尋ねします。 
Ｑ 16  貴自治体では、行政区域全体に及ぶ自治会・町内会等への一律の業務委託を行うため、包
括的な業務委託契約を自治会・町内会等（連合会または連合会長等）との間で結んでいますか。
ここで「包括的」とは、たとえば広報誌の配布だけでなく、それ以外にも 2つ以上の業務をまと
めて依頼する場合をさしています。（１つに○） 
  １ 全域で包括的な委託契約を結んでいる⇒ＳＱへ 
  ２ 一部地区で包括的な委託契約を結んでいる⇒ＳＱへ 
  ３ 現在検討中である 
  ４ 平成 13 年以降に廃止した 
  ５ 該当しない 
 ＳＱ Q16 で１または２（全域または一部地区で結んでいる）と回答した場合； 
  ＳＱ１ 委託契約の金額の基本的な積算方法を教えてください。（１つに○） 
    １ 対象地区の住基台帳に基づく住民世帯数に単価を乗じた額 
    ２ 対象地区の住民世帯のうち、自治会・町内会等に加入している世帯数に単価を乗じた額 
    ３ 対象地区の住民人口に単価を乗じた額 
    ４ 委託業務の種類や業務量により積算した額 
    ５ その他の積算方法（具体的に；                          ） 
  ＳＱ２ 平成 20 年度予算の年間委託料総額はいくらになりますか。（単位：千円） 
年間委託料総額        千円 （右詰記入） 
Ｑ 17  貴自治体では、行政区域全体に及ぶ自治会・町内会等への依頼事項や各種の行政連絡業
務などの活動に対して一律の財政措置を行うため、個別分野・事務ごとの補助金・奨励金等とは
別に、包括的な補助金・交付金制度（一括交付）を設けていますか。（１つに○） 
  １ 全域で一括交付している⇒ＳＱへ     ４ 平成 13 年以降に廃止した 
  ２ 一部地区で一括交付している⇒ＳＱへ   ５ 該当しない 
  ３ 現在検討中
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ＳＱ Q17 で１または２（全域または一部地区で交付している）と回答した場合； 
  ＳＱ１ その交付の根拠は何ですか。（上位例規１つに○） 
    １ 条例   ２ 規則   ３ 要綱・規程等   ４ 各年度の予算上の措置 
  ＳＱ２ 交付金の基本的な積算方法で当てはまるものに○をつけてください。（複数回答可） 
    １ 対象地区の住基台帳に基づく住民世帯数に単価を乗じた額 
    ２ 対象地区の住民世帯のうち、自治会・町内会等に加入している世帯数に単価を乗じた額 
    ３ 対象地区の住民人口に単価を乗じた額 
    ４ 依頼業務の種類や業務量により積算した手数料などの額 
    ５ 従来の個別補助金等を合算した額 
    ６ 自治会・町内会等の役員手当を含めた額 
    ７ その他の積算方法（具体的に；                          ） 
  ＳＱ３ 平成 20 年度予算の交付金交付総額はいくらになりますか。（単位：千円） 
年間交付総額        千円 （右詰記入） 
Ｑ 18  貴自治体では、自治会・町内会等が管理運営する集会施設（集会所、公民館、公会堂、集
落センターなど）の新設、改築または修繕の工事等に対する単独補助制度（国や県等の補助事業は
除外）を設けていますか。（１つに○） 
１ 設けている⇒ＳＱへ          ２ 設けていない 
ＳＱ Q18 で１（設けている）と回答した場合； 
ＳＱ１ 該当する番号に○をつけ、その補助率等の概要を記入してください。（複数回答可） 
１ 新設または購入の補助がある⇒（                       ） 
２ 増改築の補助がある    ⇒（                       ） 
３ 修繕の補助がある     ⇒（                       ） 
Ｑ 19  貴自治体の街路灯・防犯灯の設置管理の考え方は次のどれに当たりますか。（１つに○） 
１ 街路灯のうち、住民の日常生活に密着した防犯灯の設置または管理は、自治会町内会等との連
携が必要なため、防犯灯単体の補助制度を設けている⇒ＳＱへ 
２ 街路灯のうち、住民の日常生活に密着した防犯灯の設置または管理は、自治会町内会等との連
携が必要であるが、防犯灯の補助相当額を自治会・町内会等の運営交付金等の中に一括している
ため、防犯灯単体の補助事業は設けていない 
３ 街路灯のうち、住民の日常生活に密着した防犯灯の設置管理はすべて自治会・町内会等の自主
事業であるため、補助制度は設けていない 
４ 街路灯（防犯灯）の設置管理はすべて自治体（道路管理者）の責任であり、実際の業務も直営で行
っている 
５ 街路灯（防犯灯）の設置管理はすべて自治体（道路管理者）の責任であるが、実際の設置管理業務
の一部または全部を民間業者に委託している 
６ 街路灯（防犯灯）の設置管理はすべて自治体（道路管理者）の責任であるが、実際の設置管理業務
の一部または全部を自治会・町内会等または防犯協会などに委託している 
７ その他（                                     ） 
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ＳＱ Q19 で１（単体の防犯灯補助制度を設けている）と回答した場合； 
ＳＱ１ 直近の調査時点における防犯灯の総数を下に記入してください。（単位：灯） 
      灯（右詰記入） 調査時点は（        ）
ＳＱ２ ＳＱ１の防犯灯の総数（Ａ）は、貴自治体で道路管理者等として設置管理している街路
灯（Ｂ）を（Ａ）と合算した街路灯・防犯灯の総数（Ｃ）のおよそ何割（Ａ÷Ｃ）に相当し
ますか。概数による推計で結構です。（１つに○） 
１ ９割以上        ５ ５割以上～６割未満   ９ １割以上～２割未満 
２ ８割以上～９割未満   ６ ４割以上～５割未満   10 1 割未満 
３ ７割以上～８割未満   ７ ３割以上～４割未満   11 不明 
４ ６割以上～７割未満   ８ ２割以上～３割未満 
ＳＱ３ 防犯灯に対する補助金交付の根拠は何ですか。（上位例規１つに○） 
１ 条例   ２ 規則   ３ 要綱・規程等   ４ 各年度の予算上の措置 
ＳＱ４ 設置または付替えに対する補助がありますか。（１つに○） 
１ ある⇒ＳＱ４－１へ        ２ ない 
ＳＱ４－１ ＳＱ４で１（ある）と回答した場合；１灯当たりの補助限度額を記入してく
ださい。政令指定都市で区役所毎に違う場合は、標準的な例を示してください。 
①共架式（電柱や壁などに取り付ける場合） 
１灯につき限度額（円）      円（右詰記入） 
②独立式（支柱を建て取り付ける場合） 
１灯につき限度額（円）      円（右詰記入） 
ＳＱ５ 維持管理（電気代または補修費）に対する補助がありますか。（１つに○） 
１ ある ⇒ＳＱ５－１へ       ２ ない 
ＳＱ５－１ ＳＱ５で１（ある）と回答した場合；補助金支給の基本的な積算方法は、次
のどれに該当しますか。該当するものについては、⇒右側の数値も記入してくだ
さい。（複数回答可） 
１ 電気代の全額補助 
２ 電気代に対する定率補助 ⇒ 補助割合は（     ）％ 
３ 補修費に対する定額補助 ⇒ １灯あたり（     ）円 
４ 自治会・町内会等への定額（均等割）補助 ⇒ １団体あたり（     ）万円 
５ 自治会・町内会等の世帯割補助 ⇒ 世帯あたり（     ）円 
６ 自治会・町内会等への人口割補助 ⇒ 人口あたり（     ）円 
７ その他（具体的に；                          ） 
ＳＱ６ 平成 20 年度予算における防犯灯補助金（設置および維持管理）の総額を記入してくださ
い。（単位：千円） 
      千円（右詰記入） 
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Ｑ 20  貴自治体では、上で質問した以外で、自治会・町内会等を対象とする、次に掲げるよう
な個別分野（自治会・町内会等の所管課以外の課室が所管している事務事業を含む）の補助金・奨
励金等の単独補助事業（国や県等の補助事業分は除外）を設けていますか。該当するものがあれ
ばすべてに○をつけてください。（複数回答可） 
１ 自治会・町内会等が管理運営するごみ集積場の設置または改善に対する補助 
２ 自治会・町内会等が管理運営する掲示板の新設または修繕に対する補助 
３ 自治会・町内会等が組織する自主防災活動に対する補助または機材用品等の貸与・支給 
４ 自治会・町内会等が組織する自主防犯活動に対する補助または機材用品等の貸与・支給 
５ 自治会・町内会等の組織する資源リサイクル活動に対する報奨金等 
６ 自治会・町内会等が組織するコミュニティ活動の推進に対する補助 
Ｑ 21  これまでに掲げた以外に、自治会・町内会等を対象とする独自の財政支援制度（補助金、
交付金など）があれば、主なものについて３つまで、その名称、目的、方法、予算額を教えてく
ださい。 
補助金、交付金等
の名称 
主な目的 補助対象や基準などの交付方法 
平成 20 年度予算総額
（単位：千円）
    
    
    
Ｑ 22  貴自治体には、個別の単位自治会・町内会等との間で、個別の協定等を結んだり、委託
をしたり、公の施設の管理運営について指定管理者としたりしている、個別提携のケースがあり
ますか。（複数回答可） 
１ ある⇒ＳＱへ    ２ ない    ３ 把握していない 
ＳＱ Q22 で１（ある）と回答した場合； 
ＳＱ１ 具体的な事例を教えてください。 
個別提携の種類 具体的な事例の概要 
協定等  
委託  
指定管理者  
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Ｑ 23  貴自治体が、自治会・町内会等との関係を再検討する際に、これまで、苦慮または配慮
してきた事項はどんなことですか。特に重要なことを２つまで選んでください。（２つまで○） 
１ 合併前の旧制度・運用の一本化・統合化   ６ 自治会・町内会等とＮＰＯとの連携
２ 合併前の旧制度・運用を尊重した多様化   ７ 従来の制度・運用の抜本的な変更
３ 連合会や地区連合会の組織化        ８ 補助金等の縮減や統合化
４ 単位自治会・町内会等の間の規模の格差是正 ９ その他（               ） 
５ 自治会・町内会等の自主性・自立性の尊重  10 特にない 
◆ 第２部の最後に、自治会・町内会等の連携の内容や方法についてお尋ねします。 
Ｑ 24  貴自治体が、現在、自治会・町内会等（会長・区長や役員を含む）に依頼したり、自治会・
町内会等と連携・協働したりしている事務や業務（以下、提携業務と呼ぶ。）で、該当するものが
含まれていればすべてに○をつけてください。（複数回答可） 
１ 行政の住民窓口業務（証明書交付、納税・各種保険料納付・共済加入促進など）の取次ぎ 
２ 介護保険や生活保護などの申請促進の取次ぎ 
３ 敬老会や成人式などの対象者の調査や祝金品等の配布
４ 災害救援物資などの緊急時の配布
５ 行政広報誌や議会だより、地域協議会だよりなどの定期広報物の配布、回覧、掲示
６ 行政各部署のチラシ、ポスター、物品等の非定期または緊急の配布、回覧、掲示
７ 地域の防災、防犯、その他の緊急連絡網や緊急告知（避難勧告等）のための情報伝達 
８ 審議会、協議会、環境保全委員、民生委員、社会教育委員、農業委員等の委員の推薦や選出
９ 道路、水路、街灯、カーブミラー、防護柵、ごみ集積所等の新設改修などの地区要望の取次ぎ
10 地区内の住宅や公共施設の建設、公共工事、道路境界決定などの仲立ちや調整
11 家庭ごみの分別や資源物回収リサイクル 
12 河川、水路、公園、道路などの美化清掃、カラスなどの被害防止や害虫駆除などの環境整備
13 地域ぐるみの地球温暖化対策への取り組み 
14 高齢者の介護・見守り・地区敬老会の実施などの高齢化対策
15 子育て支援や子どもの健全育成、小中学校との連携
16 スポーツの振興や健康づくり 
17 外国人住民とのコミュニケーションや融和、異文化交流 
18 里山の保全、鳥獣被害や限界集落の対策
19 地区の防災訓練や防災マップの作成、災害弱者の救護体制の整備などの防災対策 
20 地区防犯マップの作成や児童生徒の登下校時の防犯パトロール等の防犯活動
21 防犯灯、カーブミラー、集会所などの設置管理 
22 道路の維持修繕
23 共同募金や災害救援募金、地区社協会費などの寄付金・募金集め
24 その他（具体的に；                               ） 
25 該当なし
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Ｑ 25  Q24 に掲げた 1～25 の提携業務リストの中で、今後、行政として特に重視したい提携業
務があれば、上の項目の中からその番号を最大５つまで記入してください。（複数回答可） 
       （該当なしの場合、先頭に 25 を記入） 
Ｑ 26  Q24 で○をつけた現在行っている提携業務の中で、貴自治体が、今後、行政として廃止
や縮小などの見直しをしたいと考えているものがあれば、上の項目の中からその番号を最大５つ
まで記入してください。（複数回答可） 
       （該当なしの場合、先頭に 25 を記入） 
Ｑ 27  貴自治体の自治会・町内会等では、いわゆる回覧板を利用しているところがどのくらい
ありますか。経験的な推定で結構です。（１つに○） 
１ ほとんどすべて（９割以上）の自治会・町内会等で利用している 
２ 大半（７割以上）の自治会・町内会等で利用している 
３ 半数以上の自治会・町内会等で利用している 
４ 半数には満たないが、ある程度（３割以上）の自治会・町内会等で利用している 
５ ほとんどの自治会・町内会等で利用していない（３割未満） 
６ わからない 
Ｑ 28  貴自治体では、上で質問した項目以外に、自治会・町内会等の加入率の向上や組織・活
動の活性化を図るために、次のような行政的対応を行っていますか。（それぞれ１つに○） 
行政対応策の区分 すでに行っている 今後予定している 当面予定はない 
ａ）加入促進を奨励する条例の制定 １ ２ ３ 
ｂ）会長・役員等への研修会や先進地視察 １ ２ ３ 
ｃ）モデル自治会・町内会等の普及促進 １ ２ ３ 
ｄ）行政の広報誌、ＨＰ、パネル展示会等に
よる活動内容や役員等の紹介 
１ ２ ３ 
ｅ）転入者などへの自治会・町内会等への加
入案内 
１ ２ ３ 
ｆ）加入促進に取り組む自治会・町内会等の
特定事業（会報発行やＨＰ開設、情報公開など）
に対する助成金交付 
１ ２ ３ 
ｇ）庁内外のメンバーによる加入率向上策等
のプロジェクトチームや研究会 
１ ２ ３ 
ｈ）行政の地域担当職員による自治会・町内
会等の会議・組織運営等への支援 
１ ２ ３ 
ｉ）その他（具体的に；       
                 ） 
１ ２ ３ 
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Ｑ 29  貴自治体の自治会・町内会等またはその連合会は、首長選挙や地方議員の選挙の推薦団
体になることがありますか。（１つに○） 
１ しばしばある    ２ たまにある    ３ ほとんどない    ４ 全くない 
Ｑ 30  貴自治体の自治会・町内会等またはその連合会は、貴自治体（議会を含む）の政策・事
業の立案実施や改革などに対して提言を行う団体になることがありますか。（１つに○） 
１ しばしばある    ２ たまにある    ３ ほとんどない    ４ 全くない 
Ｑ 31  貴自治体の自治会・町内会等またはその連合会は、行政の政策や事業に対する推進団体に
なることがありますか。（１つに○） 
１ しばしばある    ２ たまにある    ３ ほとんどない    ４ 全くない 
Ｑ 32  貴自治体の自治会・町内会等またはその連合会は、行政の政策や事業に対して反対や抵
抗の団体になることがありますか。（１つに○） 
１ しばしばある    ２ たまにある    ３ ほとんどない    ４ 全くない 
Ｑ 33  貴自治体では、自治会・町内会等とは別に、ボランティア団体や民間非営利組織（ＮＰ
Ｏ法人を含む）が地域コミュニティ活動をすることがありますか。（１つに○） 
１ 常にある      ２ しばしばある   ３ たまにある     ４ ほとんどない 
Ｑ 34  貴自治体が、行政との連携を図る上で自治会・町内会等に期待する機能はどんなことで
すか。次のなかから特に期待することがあれば３つまで選んでください。（３つまで○） 
１ 先見性       ７ 専門性 
２ 創造性       ８ 効率性 
３ 多様性       ９ 自主性 
４ 安定性       10 実行性 
５ 継続性       11 その他（              ） 
６ 公平性       12 特にない 
 
 
 
◆第３部◆ より広域的なコミュニティ施策についてお尋ねします。 
 
Ｑ 35  貴自治体では、コミュニティ施策を企画・実施するために、単位自治会・町内会等の区
域（町丁目や字、集落など）より広域の地区（ブロック）を設置していますか。（１つに○） 
１ 設置している⇒ＳＱへ 
２ 設置を予定している⇒ＳＱへ 
３ 平成 13 年以降に廃止した 
４ 設定していない
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ＳＱ Q35 で１または２（設定または予定）と回答した場合； 
ＳＱ１ この区域（ブロック）の設置根拠は、次のどれに該当しますか。当てはまるものすべて
に○をしてください。（複数回答可） 
１ 政令指定都市の行政区 
２ 地方自治法上の地域自治区 
３ 合併特例法上の地域自治区 
４ 合併特例区 
５ 条例に基づく独自の区域⇒（具体的な名称等；                  ） 
６ 規則・要綱等による独自の区域⇒（具体的な名称等；               ） 
７ その他（具体的に；                              ） 
ＳＱ２ この区域（ブロック）の範囲は、次のどれに該当しますか。重層的な階層の場合や区域
が重複する場合には、当てはまるものすべてに○をしてください。ただし、政令指定都市
の場合は、行政区をさらに細分化したコミュニティ区域についてお答えください。（複数
回答可） 
１ 地区連合自治会・町内会等の単位 
２ 平成 11 年 4 月 1日以降の市町村合併の旧市町村の単位 
３ 小学校区の単位 
４ 公民館区域の単位 
５ コミュニティ・センターや地域センターの単位 
６ 中学校区の単位 
７ 支所の単位 
８ 出張所の単位 
９ 旧慣による区域の単位 
10 その他（具体的に；                              ） 
ＳＱ３ この区域（ブロック）で、コミュニティ施策の企画実施の中心的な役割が期待される住
民参加組織はどのようなものですか。（複数回答可） 
１ 合併特例法による地域審議会 
２ 地域自治区や合併特例区の地域協議会 
３ 独自のまちづくり協議会、自治協議会、地域まちづくり委員会（各種団体参加型） 
４ 独自の住区協議会や市民委員会（個人参加型） 
５ 地区連合自治会・町内会等 
６ その他（具体的に；                              ） 
７ 特にない 
ＳＱ４ この住民参加組織の組織化の範囲を教えてください。（１つに○） 
１ 行政区域の全域でもれなく組織化されている 
２ 行政区域の一部で条件の整ったところから徐々に組織化されている 
３ 行政区域の中で、適用される区域と適用されない区域が固定して並存している 
４ その他（具体的に；                             ） 
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ＳＱ５ この住民参加組織の主な構成員は次のどれにあてはまりますか。（複数回答可） 
１ 自治会・町内会等の役員 
２ 各種地域団体（交通安全、スポーツ、防災・防犯、女性、青少年、老人、社会教育関係など
の団体）の役員 
３ 地域協議会や地域審議会の委員 
４ ボランティア団体やＮＰＯなどの会員 
５ 公募の住民 
６ 任意参加の個人 
７ 官公署の職員、学識経験者、専門家 
８ その他（                                  ） 
Ｑ 36  貴自治体では、コミュニティ施策の企画・実施に関連して、次の表の各項目に該当する
制度や事業を導入していますか。包括的な条例の中に、該当する条項が含まれる場合は、「１
＝導入済み」に○をつけてください。（それぞれ１つに○） 
制度等の区分 導入済み 導入予定 予定なし 
ａ）自治基本条例・まちづくり基本条例 １ ２ ３ 
ｂ）常設型住民投票条例 １ ２ ３ 
ｃ）住民協働推進条例・パートナーシッ
プ条例 
１ ２ ３ 
ｄ）公募型協働事業 １ ２ ３ 
ｅ）住民提案型まちづくり補助事業 １ ２ ３ 
ｆ）マッチングギフト方式の住民活動支
援基金 
１ ２ ３ 
ＦＡ自由回答 
ａ）貴自治体における自治会・町内会等との協働または地域コミュニティ施策などで、特徴的なことが
あれば、教えてください。 
ｂ）本調査に関することで、何かご意見やご提案、その他の情報があれば、教えてください。 
★ ご協力ありがとうございました。ご記入もれなどがないことをご確認の上、お手数
ですが同封の返信用封筒により、平成 20 年 12 月 10 日必着で返送をお願いします。 
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山
町
一
色
町
西
ノ
島
町
小
値
賀
町
檜
枝
岐
村
粟
国
村
豊
田
市
長
岡
市
（1
5/
23
）
深
川
市
高
萩
市
八
千
代
市
大
野
市
西
尾
市
養
父
市
八
女
市
沖
縄
市
古
平
町
お
い
ら
せ
町
上
三
川
町
入
善
町
吉
良
町
早
島
町
江
迎
町
北
塩
原
村
南
大
東
村
東
大
阪
市
福
井
市
富
良
野
市
北
茨
城
市
我
孫
子
市
勝
山
市
蒲
郡
市
南
あ
わ
じ
市
筑
後
市
う
る
ま
市
仁
木
町
三
戸
町
西
方
町
野
々
市
町
幸
田
町
鏡
野
町
鹿
町
町
湯
川
村
北
大
東
村
姫
路
市
甲
府
市
登
別
市
取
手
市
鴨
川
市
鯖
江
市
常
滑
市
朝
来
市
大
川
市
宮
古
島
市
余
市
町
田
子
町
二
宮
町
津
幡
町
設
楽
町
勝
央
町
佐
々
町
西
郷
村
伊
是
名
村
西
宮
市
沼
津
市
恵
庭
市
牛
久
市
鎌
ケ
谷
市
あ
わ
ら
市
江
南
市
淡
路
市
行
橋
市
南
幌
町
階
上
町
益
子
町
志
賀
町
東
栄
町
奈
義
町
新
上
五
島
町
鮫
川
村
奈
良
市
富
士
市
石
狩
市
ひ
た
ち
な
か
市
富
津
市
越
前
市
稲
沢
市
宍
粟
市
豊
前
市
奈
井
江
町
葛
巻
町
市
貝
町
宝
達
志
水
町
小
坂
井
町
久
米
南
町
玉
東
町
平
田
村
和
歌
山
市
一
宮
市
弘
前
市
鹿
嶋
市
浦
安
市
坂
井
市
新
城
市
大
和
高
田
市
中
間
市
由
仁
町
紫
波
町
芳
賀
町
中
能
登
町
木
曽
岬
町
海
田
町
南
関
町
葛
尾
村
岡
山
市
*
春
日
井
市
黒
石
市
潮
来
市
四
街
道
市
富
士
吉
田
市
東
海
市
大
和
郡
山
市
小
郡
市
長
沼
町
矢
巾
町
壬
生
町
能
登
町
東
員
町
北
広
島
町
長
洲
町
東
海
村
倉
敷
市
四
日
市
市
五
所
川
原
市
常
陸
大
宮
市
袖
ヶ
浦
市
都
留
市
大
府
市
橿
原
市
筑
紫
野
市
栗
山
町
西
和
賀
町
藤
岡
町
南
越
前
町
川
越
町
世
羅
町
菊
陽
町
美
浦
村
福
山
市
大
津
市
**
十
和
田
市
那
珂
市
印
西
市
山
梨
市
知
立
市
桜
井
市
大
野
城
市
月
形
町
金
ケ
崎
町
岩
舟
町
越
前
町
多
気
町
神
石
高
原
町
芦
北
町
嬬
恋
村
下
関
市
岸
和
田
市
三
沢
市
筑
西
市
白
井
市
大
月
市
岩
倉
市
五
條
市
宗
像
市
浦
臼
町
平
泉
町
塩
谷
町
高
浜
町
明
和
町
周
防
大
島
町
湯
前
町
片
品
村
高
松
市
豊
中
市
つ
が
る
市
坂
東
市
富
里
市
韮
崎
市
日
進
市
御
所
市
古
賀
市
新
十
津
川
町
藤
沢
町
高
根
沢
町
お
お
い
町
大
台
町
平
生
町
あ
さ
ぎ
り
町
川
場
村
松
山
市
吹
田
市
宮
古
市
桜
川
市
南
房
総
市
南
ア
ル
プ
ス
市
田
原
市
生
駒
市
福
津
市
雨
竜
町
住
田
町
那
須
町
若
狭
町
玉
城
町
阿
東
町
　
苓
北
町
昭
和
村
高
知
市
茨
木
市
北
上
市
神
栖
市
匝
瑳
市
笛
吹
市
清
須
市
香
芝
市
宮
若
市
北
竜
町
大
槌
町
那
珂
川
町
市
川
三
郷
町
度
会
町
勝
浦
町
日
出
町
東
秩
父
村
久
留
米
市
八
尾
市
久
慈
市
つ
く
ば
み
ら
い
市
香
取
市
上
野
原
市
北
名
古
屋
市
宇
陀
市
み
や
ま
市
沼
田
町
岩
泉
町
吉
岡
町
増
穂
町
南
伊
勢
町
上
勝
町
九
重
町
長
生
村
長
崎
市
寝
屋
川
市
遠
野
市
小
美
玉
市
山
武
市
甲
州
市
弥
富
市
海
南
市
佐
賀
市
幌
加
内
町
洋
野
町
神
流
町
早
川
町
御
浜
町
石
井
町
玖
珠
町
新
島
村
熊
本
市
尼
崎
市
**
一
関
市
足
利
市
い
す
み
市
中
央
市
松
阪
市
有
田
市
伊
万
里
市
鷹
栖
町
蔵
王
町
甘
楽
町
身
延
町
豊
郷
町
つ
る
ぎ
町
清
武
町
三
宅
村
大
分
市
明
石
市
陸
前
高
田
市
栃
木
市
八
王
子
市
上
田
市
桑
名
市
田
辺
市
小
城
市
上
川
町
七
ヶ
宿
町
草
津
町
南
部
町
甲
良
町
土
庄
町
国
富
町
小
笠
原
村
宮
崎
市
宝
塚
市
八
幡
平
市
佐
野
市
立
川
市
飯
田
市
鈴
鹿
市
新
宮
市
嬉
野
市
美
瑛
町
大
河
原
町
東
吾
妻
町
昭
和
町
多
賀
町
小
豆
島
町
木
城
町
刈
羽
村
鹿
児
島
市
　
鳥
取
市
奥
州
市
鹿
沼
市
武
蔵
野
市
諏
訪
市
名
張
市
紀
の
川
市
神
埼
市
上
富
良
野
町
村
田
町
み
な
か
み
町
富
士
河
口
湖
町
余
呉
町
宇
多
津
町
川
南
町
舟
橋
村
（3
4/
39
）
（3
4/
43
）
石
巻
市
日
光
市
三
鷹
市
小
諸
市
志
摩
市
倉
吉
市
島
原
市
中
富
良
野
町
柴
田
町
玉
村
町
佐
久
穂
町
西
浅
井
町
綾
川
町
門
川
町
忍
野
村
塩
竈
市
小
山
市
青
梅
市
伊
那
市
伊
賀
市
松
江
市
諫
早
市
南
富
良
野
町
丸
森
町
板
倉
町
御
代
田
町
久
御
山
町
久
万
高
原
町
五
ヶ
瀬
町
山
中
湖
村
白
石
市
真
岡
市
調
布
市
駒
ヶ
根
市
彦
根
市
浜
田
市
大
村
市
剣
淵
町
亘
理
町
明
和
町
下
諏
訪
町
宇
治
田
原
町
砥
部
町
長
島
町
小
菅
村
角
田
市
大
田
原
市
町
田
市
中
野
市
長
浜
市
出
雲
市
平
戸
市
美
深
町
山
元
町
邑
楽
町
富
士
見
町
精
華
町
内
子
町
蒲
生
町
丹
波
山
村
多
賀
城
市
那
須
塩
原
市
日
野
市
大
町
市
近
江
八
幡
市
益
田
市
松
浦
市
中
川
町
松
島
町
毛
呂
山
町
辰
野
町
京
丹
波
町
伊
方
町
湧
水
町
川
上
村
岩
沼
市
さ
く
ら
市
東
村
山
市
飯
山
市
草
津
市
大
田
市
対
馬
市
苫
前
町
大
和
町
滑
川
町
飯
島
町
豊
能
町
松
野
町
大
崎
町
南
相
木
村
母
集
団
調
査
協
力
自
治
体
有
効
回
収
率
栗
原
市
那
須
烏
山
市
国
分
寺
市
塩
尻
市
甲
賀
市
安
来
市
壱
岐
市
遠
別
町
色
麻
町
嵐
山
町
松
川
町
熊
取
町
鬼
北
町
錦
江
町
原
村
17
13
76
.5
%
東
松
島
市
下
野
市
福
生
市
佐
久
市
湖
南
市
江
津
市
西
海
市
幌
延
町
涌
谷
町
川
島
町
阿
南
町
田
尻
町
愛
南
町
肝
付
町
南
箕
輪
村
中
核
市
39
34
87
.2
%
大
崎
市
桐
生
市
狛
江
市
千
曲
市
高
島
市
雲
南
市
雲
仙
市
浜
頓
別
町
女
川
町
と
き
が
わ
町
南
木
曽
町
岬
町
本
山
町
中
種
子
町
宮
田
村
特
例
市
43
34
79
.1
%
能
代
市
沼
田
市
東
大
和
市
東
御
市
東
近
江
市
津
山
市
南
島
原
市
枝
幸
町
本
吉
町
皆
野
町
木
曽
町
太
子
町
大
豊
町
龍
郷
町
清
内
路
村
特
別
区
23
15
65
.2
%
横
手
市
館
林
市
清
瀬
市
安
曇
野
市
米
原
市
玉
野
市
八
代
市
利
尻
富
士
町
南
三
陸
町
小
鹿
野
町
波
田
町
河
南
町
土
佐
町
喜
界
町
平
谷
村
一
般
市
68
4
49
4
72
.2
%
大
館
市
渋
川
市
東
久
留
米
市
大
垣
市
舞
鶴
市
井
原
市
人
吉
市
美
幌
町
小
坂
町
美
里
町
坂
城
町
多
可
町
越
知
町
和
泊
町
根
羽
村
町
80
6
46
3
57
.4
%
男
鹿
市
藤
岡
市
武
蔵
村
山
市
高
山
市
宇
治
市
高
梁
市
荒
尾
市
斜
里
町
三
種
町
神
川
町
小
布
施
町
稲
美
町
梼
原
町
知
名
町
下
條
村
村
19
3
86
44
.6
%
湯
沢
市
富
岡
市
多
摩
市
多
治
見
市
亀
岡
市
美
作
市
山
鹿
市
小
清
水
町
八
峰
町
上
里
町
山
ノ
内
町
播
磨
町
津
野
町
与
論
町
泰
阜
村
合
　
　
　
計
18
05
11
39
63
.1
%
鹿
角
市
熊
谷
市
**
*
稲
城
市
関
市
向
日
市
三
原
市
菊
池
市
訓
子
府
町
五
城
目
町
騎
西
町
信
州
新
町
福
崎
町
黒
潮
町
本
部
町
喬
木
村
由
利
本
荘
市
行
田
市
羽
村
市
美
濃
市
長
岡
京
市
尾
道
市
上
天
草
市
佐
呂
間
町
美
郷
町
北
川
辺
町
信
濃
町
　
神
河
町
那
珂
川
町
金
武
町
大
鹿
村
潟
上
市
飯
能
市
あ
き
る
野
市
瑞
浪
市
八
幡
市
府
中
市
宇
城
市
遠
軽
町
羽
後
町
宮
代
町
飯
綱
町
上
郡
町
篠
栗
町
西
原
町
王
滝
村
大
仙
市
東
松
山
市
西
東
京
市
恵
那
市
京
田
辺
市
庄
原
市
阿
蘇
市
湧
別
町
河
北
町
菖
蒲
町
垂
井
町
新
温
泉
町
志
免
町
与
那
原
町
大
桑
村
北
秋
田
市
狭
山
市
鎌
倉
市
美
濃
加
茂
市
京
丹
後
市
東
広
島
市
天
草
市
雄
武
町
大
江
町
栗
橋
町
神
戸
町
三
郷
町
須
恵
町
南
風
原
町
麻
績
村
に
か
ほ
市
鴻
巣
市
藤
沢
市
各
務
原
市
木
津
川
市
安
芸
高
田
市
合
志
市
大
空
町
大
石
田
町
鷲
宮
町
輪
之
内
町
斑
鳩
町
新
宮
町
竹
富
町
朝
日
村
仙
北
市
上
尾
市
逗
子
市
可
児
市
泉
大
津
市
江
田
島
市
中
津
市
壮
瞥
町
舟
形
町
杉
戸
町
揖
斐
川
町
田
原
本
町
久
山
町
与
那
国
町
松
川
村
米
沢
市
深
谷
市
三
浦
市
山
県
市
守
口
市
宇
部
市
臼
杵
市
白
老
町
真
室
川
町
松
伏
町
北
方
町
高
取
町
芦
屋
町
白
馬
村
鶴
岡
市
戸
田
市
海
老
名
市
瑞
穂
市
泉
佐
野
市
山
口
市
津
久
見
市
厚
真
町
小
国
町
栄
町
坂
祝
町
王
寺
町
水
巻
町
木
島
平
村
酒
田
市
鳩
ヶ
谷
市
三
条
市
飛
騨
市
富
田
林
市
萩
市
竹
田
市
安
平
町
飯
豊
町
神
崎
町
富
加
町
広
陵
町
岡
垣
町
野
沢
温
泉
村
新
庄
市
志
木
市
新
発
田
市
本
巣
市
河
内
長
野
市
防
府
市
豊
後
高
田
市
む
か
わ
町
三
川
町
大
網
白
里
町
川
辺
町
紀
美
野
町
遠
賀
町
中
条
村
寒
河
江
市
和
光
市
小
千
谷
市
郡
上
市
松
原
市
下
松
市
杵
築
市
日
高
町
庄
内
町
九
十
九
里
町
八
百
津
町
九
度
山
町
小
竹
町
栄
村
村
山
市
新
座
市
十
日
町
市
下
呂
市
大
東
市
光
市
宇
佐
市
浦
河
町
鏡
石
町
芝
山
町
白
川
町
高
野
町
鞍
手
町
東
白
川
村
長
井
市
桶
川
市
見
附
市
海
津
市
箕
面
市
長
門
市
国
東
市
音
更
町
南
会
津
町
一
宮
町
御
嵩
町
日
高
町
桂
川
町
白
川
村
天
童
市
久
喜
市
村
上
市
熱
海
市
羽
曳
野
市
美
祢
市
都
城
市
新
得
町
西
会
津
町
睦
沢
町
松
崎
町
由
良
町
筑
前
町
豊
根
村
東
根
市
北
本
市
糸
魚
川
市
三
島
市
門
真
市
周
南
市
延
岡
市
清
水
町
猪
苗
代
町
白
子
町
西
伊
豆
町
み
な
べ
町
二
丈
町
山
添
村
南
陽
市
八
潮
市
五
泉
市
富
士
宮
市
摂
津
市
小
松
島
市
日
南
市
芽
室
町
柳
津
町
長
南
町
函
南
町
白
浜
町
大
木
町
曽
爾
村
福
島
市
富
士
見
市
佐
渡
市
島
田
市
高
石
市
吉
野
川
市
小
林
市
幕
別
町
三
島
町
大
多
喜
町
清
水
町
上
富
田
町
黒
木
町
黒
滝
村
会
津
若
松
市
三
郷
市
魚
沼
市
焼
津
市
泉
南
市
丸
亀
市
日
向
市
池
田
町
金
山
市
鋸
南
町
芝
川
町
す
さ
み
町
立
花
町
天
川
村
須
賀
川
市
幸
手
市
胎
内
市
掛
川
市
四
條
畷
市
坂
出
市
え
び
の
市
本
別
町
矢
祭
町
瑞
穂
町
吉
田
町
那
智
勝
浦
町
広
川
町
下
北
山
村
**
*熊
谷
市
は
平
成
21
年
4月
1日
よ
り
特
例
市
に
移
行
。
（4
94
/6
84
）
（4
63
/8
06
）
（8
6/
19
3）
調
査
協
力
自
治
体
一
覧
（平
成
20
年
11
月
1日
現
在
の
区
分
に
よ
る
。
）
*岡
山
市
は
平
成
21
年
4月
1日
よ
り
政
令
指
定
都
市
に
移
行
。
**
大
津
市
、
尼
崎
市
は
平
成
21
年
4月
1日
よ
り
中
核
市
に
移
行
。
政
令
指
定
都
市
（注
２
）回
収
数
は
11
41
件
。
う
ち
2件
は
、
ほ
ぼ
白
紙
回
答
ま
た
は
匿
名
の
た
め
、
有
効
回
答
か
ら
除
外
し
た
。
（注
１
）平
成
20
年
11
月
1日
現
在
一
般
市
町
村
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回収自治体一覧表＿自治体区分（確定版）　都道府県別回収状況 2009/9/14　14:25
都道府県別の回収状況
市・特別区 町村 合計 市・特別区 町村 合計 市・特別区 町村 合計
北海道 35 145 180 23 78 101 65.7% 53.8% 56.1%
青森県 10 30 40 7 17 24 70.0% 56.7% 60.0%
岩手県 13 22 35 9 13 22 69.2% 59.1% 62.9%
宮城県 13 23 36 10 16 26 76.9% 69.6% 72.2%
秋田県 13 12 25 13 6 19 100.0% 50.0% 76.0%
山形県 13 22 35 11 11 22 84.6% 50.0% 62.9%
福島県 13 46 59 11 24 35 84.6% 52.2% 59.3%
茨城県 32 12 44 25 9 34 78.1% 75.0% 77.3%
栃木県 14 17 31 13 13 26 92.9% 76.5% 83.9%
群馬県 12 26 38 9 14 23 75.0% 53.8% 60.5%
埼玉県 40 30 70 28 19 47 70.0% 63.3% 67.1%
千葉県 36 20 56 32 12 44 88.9% 60.0% 78.6%
東京都 49 13 62 36 6 42 73.5% 46.2% 67.7%
神奈川県 19 14 33 12 7 19 63.2% 50.0% 57.6%
新潟県 20 11 31 13 5 18 65.0% 45.5% 58.1%
富山県 10 5 15 7 4 11 70.0% 80.0% 73.3%
石川県 10 9 19 8 6 14 80.0% 66.7% 73.7%
福井県 9 8 17 8 5 13 88.9% 62.5% 76.5%
山梨県 13 15 28 11 11 22 84.6% 73.3% 78.6%
長野県 19 62 81 15 39 54 78.9% 62.9% 66.7%
岐阜県 21 21 42 18 13 31 85.7% 61.9% 73.8%
静岡県 23 15 38 19 9 28 82.6% 60.0% 73.7%
愛知県 35 26 61 26 18 44 74.3% 69.2% 72.1%
三重県 14 15 29 7 10 17 50.0% 66.7% 58.6%
滋賀県 13 13 26 10 5 15 76.9% 38.5% 57.7%
京都府 15 11 26 9 4 13 60.0% 36.4% 50.0%
大阪府 33 10 43 26 6 32 78.8% 60.0% 74.4%
兵庫県 29 12 41 22 7 29 75.9% 58.3% 70.7%
奈良県 12 27 39 10 12 22 83.3% 44.4% 56.4%
和歌山県 9 21 30 6 11 17 66.7% 52.4% 56.7%
鳥取県 4 15 19 2 9 11 50.0% 60.0% 57.9%
島根県 8 13 21 8 7 15 100.0% 53.8% 71.4%
岡山県 15 12 27 7 6 13 46.7% 50.0% 48.1%
広島県 14 9 23 8 4 12 57.1% 44.4% 52.2%
山口県 13 7 20 10 3 13 76.9% 42.9% 65.0%
徳島県 8 16 24 2 4 6 25.0% 25.0% 25.0%
香川県 8 9 17 6 4 10 75.0% 44.4% 58.8%
愛媛県 11 9 20 6 7 13 54.5% 77.8% 65.0%
高知県 11 23 34 5 7 12 45.5% 30.4% 35.3%
福岡県 28 38 66 20 28 48 71.4% 73.7% 72.7%
佐賀県 10 10 20 5 3 8 50.0% 30.0% 40.0%
長崎県 13 10 23 11 9 20 84.6% 90.0% 87.0%
熊本県 14 33 47 11 10 21 78.6% 30.3% 44.7%
大分県 14 4 18 9 3 12 64.3% 75.0% 66.7%
宮崎県 9 21 30 7 6 13 77.8% 28.6% 43.3%
鹿児島県 18 27 45 13 13 26 72.2% 48.1% 57.8%
沖縄県 11 30 41 6 16 22 54.5% 53.3% 53.7%
全　　　体 806 999 1805 590 549 1139 73.2% 55.0% 63.1%
無効票 2
回収数 1141
都道府県 市区町村数（母集団） 有効回答数（サンプル） 有効回答率
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自治体調査集計作業用データ_確定_クロス追込＿住民基本台帳人口区分によるクロス集計 - 1 -
山梨学院大学,日高昭夫企画実施　調査名 [基礎自治体と自治会・町内会等との関係に関する全国自治体調査]
No. 表側項目（Ｙ） 表頭項目（Ｘ） ﾍﾟｰｼﾞ
 1 住民基本台帳による人口段階区分 \F4人口規模別自治体区分（小規模順）  1 
 2 住民基本台帳による人口段階区分 10年間の人口増加率%  2 
 3 住民基本台帳による人口段階区分 世帯当たり人口  2 
 4 住民基本台帳による人口段階区分 世帯当たり人口と人口増減率による地域区分  3 
 5 住民基本台帳による人口段階区分 F2 自治体区分  4 
 6 住民基本台帳による人口段階区分 F3 合併の有無  4 
 7 住民基本台帳による人口段階区分 F3s1 合併形式  5 
 8 住民基本台帳による人口段階区分 F3s2 合併市町村数  5 
 9 住民基本台帳による人口段階区分 F3s3 主たる合併時期  6 
 10 住民基本台帳による人口段階区分 Q1 自治会の組織化の状況  6 
 11 住民基本台帳による人口段階区分 Q3-1 自治会の名称  7 
 12 住民基本台帳による人口段階区分 Q3-2 一番多い自治会の名称  8 
 13 住民基本台帳による人口段階区分 Q5-1 自治会加入状況  9 
 14 住民基本台帳による人口段階区分 Q6 自治会の活動状況  10 
 15 住民基本台帳による人口段階区分 Q7 自治会のかかえる問題  11 
 16 住民基本台帳による人口段階区分 Q9 担当課の所属部局の系統  13 
 17 住民基本台帳による人口段階区分 Q10 担当課のＮＰＯ支援業務の有無  14 
 18 住民基本台帳による人口段階区分 Q11 支所・出張所での担当課の有無  14 
 19 住民基本台帳による人口段階区分 Q12 自治会連合会の状況  15 
 20 住民基本台帳による人口段階区分 Q12s2 連合会の設置根拠  16 
 21 住民基本台帳による人口段階区分 Q12s3 連合会の庁内事務所の有無  16 
 22 住民基本台帳による人口段階区分 Q12s4 連合会の専任職員  17 
 23 住民基本台帳による人口段階区分 Q12s5 行政による連合会支援事務  17 
 24 住民基本台帳による人口段階区分 Q12s6 連合会への運営補助金等  18 
 25 住民基本台帳による人口段階区分 Q13 自治会長の行政委嘱委員制度の設置  18 
 26 住民基本台帳による人口段階区分 Q13s2 自治会長委嘱制度の設置根拠  19 
 27 住民基本台帳による人口段階区分 Q13s3 自治会長委嘱委員への報酬等の支給方法  19 
 28 住民基本台帳による人口段階区分 Q14 自治会長以外の役員の行政委嘱委員制度の設置  20 
 29 住民基本台帳による人口段階区分 Q14s1 自治会長以外の役員の行政委嘱委員の設置根拠  20 
 30 住民基本台帳による人口段階区分 Q14s2 自治会長以外の役員の委嘱委員の報酬等の支給方  21 
 31 住民基本台帳による人口段階区分 Q15 個人委嘱の行政協力委員制度の設置  21 
 32 住民基本台帳による人口段階区分 Q15s2 個人委嘱の行政協力委員の実際  22 
 33 住民基本台帳による人口段階区分 Q15s3 個人委嘱の行政協力委員の設置根拠  22 
 34 住民基本台帳による人口段階区分 Q15s4 個人委嘱の行政協力委員への報酬等の支給方法  23 
 35 住民基本台帳による人口段階区分 Q16 自治会との包括委託の状況  23 
 36 住民基本台帳による人口段階区分 Q16s1 包括委託額の積算方法  24 
 37 住民基本台帳による人口段階区分 Q17 自治会への一括（包括）交付金制度の状況  24 
 38 住民基本台帳による人口段階区分 Q17s1 自治会への一括交付金の根拠  25 
 39 住民基本台帳による人口段階区分 Q17s2 自治会への一括交付金の積算方法  26 
 40 住民基本台帳による人口段階区分 Q18 自治会の集会施設への補助制度の状況  26 
 41 住民基本台帳による人口段階区分 Q18s1 集会施設への補助内容  27 
 42 住民基本台帳による人口段階区分 Q19 街路灯・防犯灯の設置管理の考え方  27 
 43 住民基本台帳による人口段階区分 Q19s2 補助対象防犯灯の割合  28 
 44 住民基本台帳による人口段階区分 Q19s3 防犯灯補助の根拠  29 
 45 住民基本台帳による人口段階区分 Q19s4 防犯灯の設置・付替えへ補助の有無  29 
 46 住民基本台帳による人口段階区分 Q19s5 防犯灯の維持管理補助の有無  30 
 47 住民基本台帳による人口段階区分 Q19s5-1 防犯灯維持管理補助の積算方法  30 
 48 住民基本台帳による人口段階区分 Q20 自治会への個別分野の補助金等の状況  31 
 49 住民基本台帳による人口段階区分 Q22 単位自治会との個別提携の状況  31 
No. 表側項目（Ｙ） 表頭項目（Ｘ） ﾍﾟｰｼﾞ
 50 住民基本台帳による人口段階区分 Q23 自治会との関係の再検討で苦慮又は配慮する事項  32 
 51 住民基本台帳による人口段階区分 Q24 自治会に対する依頼・提携業務の現状  33 
 52 住民基本台帳による人口段階区分 Q25 今後重視したい自治会に対する依頼・提携業務  35 
 53 住民基本台帳による人口段階区分 Q26 今後廃止・縮小したい自治会に対する依頼・提携業  37 
 54 住民基本台帳による人口段階区分 Q27 自治会の回覧板の利用状況  39 
 55 住民基本台帳による人口段階区分 Q28a 自治会加入奨励条例の制定  39 
 56 住民基本台帳による人口段階区分 Q28b 自治会長・役員の研修・先進地視察  40 
 57 住民基本台帳による人口段階区分 Q28c モデル自治会の普及促進  40 
 58 住民基本台帳による人口段階区分 Q28d 行政広報・ＨＰ・パネル展示等での自治会活動の  41 
 59 住民基本台帳による人口段階区分 Q28e 転入者への自治会加入案内  41 
 60 住民基本台帳による人口段階区分 Q28f 自治会の加入促進事業への補助  42 
 61 住民基本台帳による人口段階区分 Q28g 自治会加入率向上プロジェクト・研究会  42 
 62 住民基本台帳による人口段階区分 Q28h 地域担当職員による自治会支援  43 
 63 住民基本台帳による人口段階区分 Q28i その他  43 
 64 住民基本台帳による人口段階区分 Q29 自治会が首長選挙・地方議員選挙の推薦団体にな  44 
 65 住民基本台帳による人口段階区分 Q30 自治会が行政や議会への提言団体になること  44 
 66 住民基本台帳による人口段階区分 Q31 自治会が政策や事業の推進団体になること  45 
 67 住民基本台帳による人口段階区分 Q32 自治会が政策や事業の反対・抵抗の団体になるこ  45 
 68 住民基本台帳による人口段階区分 Q33 自治会以外のボランティア・ＮＰＯによるコミュ  46 
 69 住民基本台帳による人口段階区分 Q34 行政から見た自治会に期待する機能  47 
 70 住民基本台帳による人口段階区分 Q35 広域ブロックの設置状況  48 
 71 住民基本台帳による人口段階区分 Q35s1 広域ブロックの設置根拠  49 
 72 住民基本台帳による人口段階区分 Q35s2 広域ブロックの範囲  50 
 73 住民基本台帳による人口段階区分 Q35s3 広域ブロックの中心的な住民参加組織のタイプ  51 
 74 住民基本台帳による人口段階区分 Q35s4 広域ブロックの住民参加組織の組織化の範囲  52 
 75 住民基本台帳による人口段階区分 Q35s5 広域ブロックの住民参加組織の主な構成員  53 
 76 住民基本台帳による人口段階区分 Q36a 自治基本条例  54 
 77 住民基本台帳による人口段階区分 Q36b 常設型住民投票条例  54 
 78 住民基本台帳による人口段階区分 Q36c 住民協働条例  55 
 79 住民基本台帳による人口段階区分 Q36d 公募型協働事業  55 
 80 住民基本台帳による人口段階区分 Q36e 住民提案型まちづくり補助事業  56 
 81 住民基本台帳による人口段階区分 Q36f マッチングギフト方式の住民活動支援基金  56 
 82 住民基本台帳による人口段階区分 \地域ブロック（統合）  57 
 83 住民基本台帳による人口段階区分 \財政力指数による自治体区分  58 
 84 住民基本台帳による人口段階区分 自治会との関係制度の導入状況（MA変換）  58 
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会
の
名
称
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体
住
民
基
本
台
帳
に
よ
る
人
口
段
階
区
分
50
00
人
未
満
50
00
人
以
上
～
1万
人
未
満 1万
人
以
上
～
3万
人
未
満 3万
人
以
上
～
5万
人
未
満 5万
人
以
上
～
10
万
人
未
満 10
万
人
以
上
～
20
万
人
未
満
20
万
人
以
上
～
30
万
人
未
満
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万
人
以
上
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万
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未
満
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万
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以
上
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番
多
い
自
治
会
の
名
称
全
体
住
民
基
本
台
帳
に
よ
る
人
口
段
階
区
分
50
00
人
未
満
50
00
人
以
上
～
1万
人
未
満 1万
人
以
上
～
3万
人
未
満 3万
人
以
上
～
5万
人
未
満 5万
人
以
上
～
10
万
人
未
満 10
万
人
以
上
～
20
万
人
未
満
20
万
人
以
上
～
30
万
人
未
満
30
万
人
以
上
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万
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未
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万
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以
上
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分
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上
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治
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の
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住
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基
本
台
帳
に
よ
る
人
口
段
階
区
分
50
00
人
未
満
50
00
人
以
上
～
1万
人
未
満 1万
人
以
上
～
3万
人
未
満 3万
人
以
上
～
5万
人
未
満 5万
人
以
上
～
10
万
人
未
満 10
万
人
以
上
～
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万
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未
満
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上
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未
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上
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治
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の
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え
る
問
題
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体
住
民
基
本
台
帳
に
よ
る
人
口
段
階
区
分
50
00
人
未
満
50
00
人
以
上
～
1万
人
未
満 1万
人
以
上
～
3万
人
未
満 3万
人
以
上
～
5万
人
未
満 5万
人
以
上
～
10
万
人
未
満 10
万
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上
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満
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～
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上
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